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最新データ等の使用に係る「事実関係」について 

９月４日開催の「敦賀発電所敷地内破砕帯の調査に関する有識者会合」の第４回

追加調査評価会合において、当社は、有識者会合から示された諸論点について、

最新のデータ等を含む科学的データと証拠により反論、反証をすることができる

説明資料を事務局との事前の了解どおり、当日朝、提出いたしました。 

それに対し、当日の会合では突然、当社が６月１６日までに提出した資料のみ

で議論を行い、それ以降のデータ等は考慮しないとの議事進行がなされました。 

当社としては、最新のデータ等を用いて議論するのが科学的議論としては常識

的であり、適切であったと考えます。また、特に今回の場合は、事務局との事前

の打ち合わせにおいて、明示的に６月１６日作成の資料以降のデータ等を入れた

資料で説明して良いとのご了解を頂いた上で提出したものであり、先の会合にお

いて最新データ等の使用について制限を受けたことは、全く理解できません。 

事務局との事前の打ち合わせにおける本件に係る事実関係は以下のとおりです。 

「７月２３日の規制庁申入れで提出した最新のコメント回答資料をベースに考

えてもらって構わない。有識者も最新のコメント回答資料を見ていると考えてよ

い。」 
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